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4-2 トラフィックと通信インフラ

5G/Beyond 5Gをめぐる周波数政策の
動向

飯塚 留美 ●一般財団法人マルチメディア振興センター ICTリサーチ＆コンサルティング部 シニア・リサーチディレクター

5Gはミッドバンドの利用がローカル5G含めて進むも、ミリ波の割り
当てや利用は限定的。無線LANは世界的に6GHz帯へ帯域を拡大。6G
は2028年頃の商用化に向け研究開発競争が進展。

■5G周波数の割り当てをめぐる動き
●韓国および中国
　2018年、韓国はオークションにより世界で初
めて5G用の周波数帯として3.6GHz帯と28GHz
帯を公衆網向けに割り当てた。現状、5Gサービ
スに利用されているのは、サブ6（6GHz以下の
バンド）に該当するミッドバンドの3.6GHz帯で、
コンシューマー向け市場が中心である。また中
国は、ミリ波ではなくミッドバンドを先行して
通信事業者に割り当て、既存周波数をアンカーバ
ンドとして用いないスタンド・アローン（Stand
alone：SA）型を中心とした5Gインフラの整備を
推進している。

●米国
　米国は2019年にミリ波帯の割り当てを先行し、
2020年に入ってからミッドバンドの3GHz帯の
オークションを実施した。ミリ波よりもミッドバ
ンドの割り当てが遅かった背景には、当該帯域を
使用する既存の公共業務との周波数調整や、既存
の衛星業務の周波数移転に係る検討に時間を要
したことが挙げられる。米国初となる5Gサービ
スはミリ波帯（28GHz帯、39GHz帯、24GHzな
ど）を使用するものであったが、米国の場合、市

場で流通するスマートフォンの一部は28GHz帯
と39GHz帯に対応しており、コンシューマー市
場でもミリ波が活用されている。
　米国では、オークションで割り当てられる周波
数免許は公衆網と自営網の区別がなく、自らのた
めに利用する場合であっても、オークションに参
加して周波数を獲得する必要がある。ただし、小
規模事業者などを優遇するため、売上高が一定の
規模以下の事業者に対しては、落札額の最大25％
までの割引が適用される。
　また、米国の周波数免許は地域免許で構成さ
れており、地域の区分はバンドごとに定められ
る。地域区分の観点から、プライベート目的でス
ポット的に利用可能な免許として位置付けられる
のが、28GHz帯（27.5-28.35GHz）と3.5GHz帯
（3550-3650MHz）である。これら2つのバンド
は全国を3232に区分した郡単位の免許で構成さ
れ、プライベート5Gとして特定の地域や業務に
特化した利活用に適している。
　なお、これら2つのバンド以外の多くは、部分
的経済地域（Partial Economic Areas：PEA）と
称される全国を416に区分した地域免許で構成さ
れ、1つの免許でより広域をカバーしたい大手通
信事業者にとって適した免許単位となっている。
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●欧州
　欧州は、汎欧州で共通の5G周波数として、
700MHz帯、3.6GHz帯（3.4-3.8GHz帯）および
26GHz帯（24.25-27.5GHz帯）の3つのバンドを
特定した（5Gパイオニアバンド）。EU加盟国は
2020年までに少なくとも1都市で5Gサービスを
開始し、2025年までに主要な都市間を結ぶ交通
路（道路、鉄道など）を5Gでカバーしなければ
ならない。また、欧州が特定した3つの5Gバン
ドは、工業、農業、交通、医療など、特定の業種
に特化した、いわゆるバーティカル市場のニーズ
に対応することが求められる。
　欧州では現在、3つの5Gバンドのオークション
が進められているが、3つの全てのバンドを、公
衆網として割り当てが完了している国は限定的で
ある（イタリア、フィンランド、ギリシャ、デン
マーク、アイルランドなど）。また、26GHz帯に
ついては、現状、多くのEU加盟国でオークショ
ンによる割り当てが実施されていないが、英国と
ドイツは26GHz帯をローカル5Gとして配分して
おり、通信事業者がサービス提供することを目的
に免許を申請することが可能である。
　EU加盟国は2020年末までに5Gサービスの提
供開始を求められていたが、5Gバンドの割り当
てが未実施の国や通信事業者の周波数利用方針
によっては、既存の3Gや4Gで使用する周波数
を使って5Gサービスを提供しているケースもあ
る。なお、2021年12月にポルトガルが、2022年
1月にリトアニアが5Gサービスを開始したこと
により、全てのEU加盟国が5Gサービス提供国と
なった。

■プライベート利用目的の周波数割り当
てをめぐる動き
●プライベート利用目的のLTE
　ドイツでのローカル5G制度の導入によって、自

動車メーカーなど大手製造会社が自らの使用を目
的に免許を取得して、独立した5G自営網を構築
する、いわゆるローカル5Gが注目されるように
なった。しかし、自らの使用を目的に免許を取得
して自営網を構築するのは、LTEでも既に実施さ
れている。典型例はフランスで、同国は2.6GHz
帯（2570-2620MHz）を自営網向けの周波数とし
て配分し、空港運営会社や電力会社などが免許を
取得しプライベートLTEを導入している。また、
中国では、230MHz帯と1.4/1.8GHz帯がブロー
ドバンドエンタープライズネットワークに配分さ
れ、電力会社などがプライベートLTEを導入して
いる。
　一方、フィンランドでは、バーティカル市場
を専業とする事業者Edzcomが、450MHz帯や
2.6GHz帯の免許を取得して、エンタープライズ
向けにプライベートLTEおよび5Gをサービスと
して提供している。同様のビジネスモデルは米国
にもあり、業務用無線のバンドである900MHz帯
の免許を有する事業者アンテリックス（Anterix）
が、プライベートエンタープライズブロードバン
ド（PEBB）として電力会社や石油会社などへLTE
サービスを提供している。
　このようにプライベート利用という同じ用途で
あっても、フランスや中国のように利用者自らが
免許人となるケースと、フィンランドや米国のよ
うに事業者のサービスを利用するケースとがあ
り、後者のような業態は、“自営業務用公衆網サー
ビス”とでも称することができよう。

●プライベート利用目的の5G
　フランスで実施された2.6GHz帯の自営網向け
の周波数配分に倣い、5Gバンドにおいて自営網
向けに周波数を確保したのがドイツである。ドイ
ツは、バーティカル市場ニーズへ対応するため、
利用者自身が自営網の構築を可能とする専用周波
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数として3.7-3.8GHzを確保した。また、26GHz
帯についてはオークションの実施を見送り、欧州
が5Gバンドとして特定した24.25-27.5GHzの全
てをローカル5Gに配分した。通信事業者が当該
帯域の免許を取得してサービス提供を可能として
いる点が、3.7-3.8GHz帯免許との大きな違いで
ある。
　ドイツ同様に、3.7GHz帯を自営網向けに配分し
ている国にはスウェーデンが含まれる。スウェー
デンは2021年11月に、3.7GHz帯と26GHz帯の
ローカル免許の申請受付を開始した。3.7GHz帯
は屋内と屋外で利用可能で、最低10MHz幅から
最大40MHz幅まで利用することができる。一方、
26GHz帯は屋内のみの利用で、最低50MHzから
最大400MHz幅まで利用することができる。
　一方、フランスは既に 2.6GHz 帯で自営網
向けの周波数を確保しているため、3.6GHz帯
（3.4-3.8GHz帯）では自営網向けの周波数配分は
行わず、3.6GHz帯全てをオークションによって
通信事業者に割り当てた。ただし、割り当てを受
けた通信事業者は、ネットワークスライシング技
術の活用や周波数リースを通じて、企業や自治体
などの個別のプライベート利用ニーズに対応する
ことが求められる。
　欧州で特定された5Gバンドにかかわらず、バー
ティカル市場におけるプライベート利用を主目的
に、周波数共用ベースの新たなローカル免許であ
る共用アクセス免許（Shared Access Licences）
制度を導入したのが英国である。共用アクセス
免許の対象周波数は1800MHz帯、2.3GHz帯、
3.8-4.2GHz帯および26GHz帯（24.25-26.5GHz）
で、国防省、衛星、固定リンクなどの既存システ
ムとの共用を前提に、LTEや5Gによるネットワー
クを構築することが可能である。5Gバンドであ
る26GHz帯は屋内利用限定で、ロケーション単
位（半径50メートル以内）の免許として付与さ

れる。
　また、これまでプライベート5Gのニーズに対
して、通信事業者のネットワークを利用するこ
とで対応してきた韓国は、ドイツのローカル5G
（3.7-3.8GHz帯免許）に類似した制度を導入する
ことを打ち出した。韓国では5G特化網と称され、
非通信事業者による小規模ネットワークでの運用
が想定されているが、サービスとして提供する場
合には電気通信事業者（韓国では基幹通信事業者
と称される）としての登録が求められる。対象と
なる周波数は4.8GHz帯と28GHz帯で、2021年
10月に免許申請の受付が開始された。

■無線LANの帯域拡大をめぐる動き
　無線LANは現在、2.4GHz帯と5GHz帯が使用
されているが、使用可能な帯域を6GHz帯へ拡
大する動きが世界的に高まっている。米国で、
大手IT企業（アップル、ブロードコム、シスコ
システムズ、メタ・プラットフォームズ（旧：
Facebook）、グーグル、ヒューレット・パッカー
ド・エンタープライズ（HPE）、インテル、クアル
コムなど）の要求を受けて、2018年に6GHz帯の
1200MHz幅（5925-7125GHz）が免許不要のデ
バイス向けに開放されたのを契機に、カナダ、中
南米諸国、韓国などが、米国に追随している。欧
州諸国でも同様の動きが見られるが、開放対象と
なる帯域は、同じ6GHz帯でも低帯域の480MHz
幅（5945-6425MHz）に限定されている。

●米国
　6GHz帯は、4つのサブバンドに区分され、標
準出力と低出力の2種類のデバイスでの利用が
想定されている（資料 4-2-1 参照）。標準出力
のデバイスが使用する合計850MHz幅の帯域
（U-NII-5および7）では、既存の固定リンクへの
干渉を防ぐために、自動周波数調整（Automated

200 第4部 サイバーセキュリティとインターネットガバナンス

インターネット白書／©1996-2022 Impress R&D



1

2

3

4

5

Frequency Coordination：AFC）システムが導入
される。AFCとは、専用のデータベースに基づい
て、免許された既存システムのコーディネーショ
ン・コンターを決定し、既存システムへの有害な
干渉を回避するために、免許不要のデバイスが
使用可能な周波数を特定するメカニズムである。
AFCシステムは第三者が提供することから、米国
FCC（連邦通信委員会）は2021年9月に、AFCシ
ステム運用事業者の認可手続きを開始した。

●欧州
(1)6GHz帯の低帯域
　欧州では、無線LANが該当するWAS/RLANs
（Wireless Access Systems including Radio local
Area Networks）に利用可能な帯域として、これ
まで2.4GHz帯（2400-2483.5MHz）と5GHz帯
（5150-5350MHz、5470-5725MHz）が配分され
ていたが、2021年 6月の欧州委員会実施決定
（（EU）2021/1067）によって、6GHz帯低帯域の
480MHz幅（5945-6425MHz）が新たに追加配分
された。
　免許不要のデバイスは、屋内小電力（Low
Power Indoor：LPI）と屋内外超小電力（Very
Low Power：VLP）の2つに区分され、前者は建
物、列車および航空機に限定して恒久的に設置
して利用することができる。後者では、屋外利用
は、小規模エリアでの直接通信用の短距離アプリ
ケーションをカバーすることを目的としている。
　EU加盟国は2021年 12月 1日までに、欧州
委員会実施決定に従って、5945-6425MHzを使
用するWAS/RLANsデバイスの技術的条件を、
国内法制化する義務を負う。現状、欧州諸国で
5945-6425MHz帯をWAS/RLANsに配分した国
は、ベルギー、デンマーク、エストニア、フラ
ンス、ドイツ、アイスランド、ノルウェー、スイ
ス、トルコ、ロシア（5650-6425MHz帯）、英国

（5925-6425MHz帯）などである。

(2)6GHz帯の高帯域
　欧州では現状、6GHz帯高帯域の700MHz幅
（6425-7125MHz帯）は、WAS/RLANsへ配分さ
れてない。そこで、チェコ電気通信庁は、当該
帯域のWAS/RLANsへの配分に向けて、既存業務
（固定業務および固定衛星業務）との共存に関す
る技術的条件を検討することを、クロアチア、キ
プロス、デンマーク、アイルランド、リトアニア、
スロバキアと共同で提案し、2021年11月に欧州
郵便電気通信主管会議（CEPT）において、周波数
エンジニアリング作業グループ（WGSE）のワー
クアイテムとして採択された。
　一方で、電波政策に関する欧州委員会の諮問
機関である無線周波数政策グループ（RSPG）は、
2021年6月に発表した「2023年世界無線通信会
議（WRC-23）に関する暫定意見書」において、
ミッドバンドの追加周波数需要に対応するため、
6425-7125MHz帯を5Gバンドとして追加割り当
てする可能性について言及している。
　なお、英国では、6425-7125MHz帯の配分をめ
ぐり、IT企業等（HPE、コムスコープ、インテル、
ブロードコム、メタ・プラットフォームズ、ワイ
ファイアライアンス、シスコシステムズ、DSA）
は免許不要のデバイスに開放することを提案す
る一方、エリクソンとファーウェイは5Gで使用
するためにIMTバンドへの割り当てを提案して
いる。英国通信庁（Ofcom）は、WRC-23の議題
1.21として当該帯域のIMTへの割り当てが検討さ
れていることから、現状では、国際的な動向を注
視するとしている。

■6Gの研究開発や標準化をめぐる動き
　WRC-19でテラヘルツ帯の一部（275-450GHz）
が通信用途に特定され、6Gではミリ波に加えて
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資料4-2-1　米国で免許不要帯域として配分された6GHz帯（5925-7125GHz）

出所：FCC資料をもとに筆者作成

テラヘルツ帯の活用も見込まれているが、現時点
では、6Gの研究開発競争が世界的に繰り広げら
れている状況にある（資料4-2-2参照）。
　フィンランドのオウル大学が2019年に世界初
の6G白書を発表した後、中国や韓国が国家主導
で6G研究開発戦略を発表したり、6G推進組織を
立ち上げたりしている。米国では民間主導で、6G
を推進する組織として「NextGアライアンス」が
設立されたが、その後、6Gを国家戦略として進
めるためにFCCに「6Gタスクフォース」を設立
する法案が2021年12月に下院を通過した。欧州
では、6Gの技術標準化とバーティカル産業向け
アプリケーション開発から成る「スマートネット
ワークおよびサービス（SNS）」と称される6Gプ

ロジェクトが始動したところである。
　なお、国際電気通信連合（ITU）は、2021年に
IMT-2030ビジョンの定義を踏まえて6Gの標準
化作業に着手、2028年頃に6G標準化文書を完
成する予定である。最初の6G製品は2028年頃
に市場投入され、6Gの普及時期は2030年頃と
予想されている。また、3GPP（3rd Generation
Partnership Project）では、2025年頃に6Gの標準
化作業を開始（リリース20）、2030年にリリース
23で最終化する予定である。なお、3GPPでは現
在、非地上系ネットワーク（NTN：Non-Terrestrial
Network ）の標準化も初期段階にあり、当初は衛
星ネットワークのための新たな5G無線アクセス
技術のサポートに重点が置かれている。

1. 3300-3400MHz、3600-3800MHz、6425-7025MHz、7025-
7125MHzおよび10.0-10.5GHz帯における移動業務への一次
分配を含むIMT特定の検討。
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資料4-2-2　海外における6Gをめぐる主な取り組み状況

出所：各種資料をもとに筆者作成
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